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ま え が き 

 
少子高齢化の進行等の中、国民の介護サービスへのニーズが増大しており、今後もそのニ

ーズは高まるものと予想されている。しかしながら、介護分野においては人材不足感が強く

定着率が低い状況にあることから、早急に介護労働者の処遇面の向上等に取り組み、ニーズ

に対応した質の高い人材を、将来にわたって安定的に確保していくことが重要な課題となっ

ている。 

そこで、労働政策研究・研修機構では、厚生労働省から要請を受け、介護労働者が安定的

に働くためにはどのような取り組みや条件整備が必要かを明らかにするため、「介護分野にお

ける労働者の確保等に関する研究会」を設置し、研究を行うこととした。その際、特に施設

系の介護事業所は、訪問系と比較し、離職率が高いことや満足度が低いことから施設系介護

分野を中心として分析研究を行った。分析の手法としては、(財)介護労働安定センター「介

護労働実態調査」等の事業所調査、労働者調査の個票データ等を中心に統計データによる分

析を行い、介護労働者の確保・定着に関して課題の整理と有効な人材確保、雇用管理改善の

手法等について賃金等の労働条件対策や人事マネジメントも含め総合的に検証を行った。さ

らに統計分析結果により明らかとなった課題、改善手法等を踏まえ、事業所ヒアリングを実

施し、介護労働者の確保・定着に向けた雇用管理モデルについてより具体的、詳細な検証を

行うこととした。 

本報告書は統計分析結果についてとりまとめを行ったものである。事業所ヒアリングの結果

については、追って別冊としての公表を予定している。 

 統計分析の結果、介護労働者の確保・定着のためには、１）介護サービスの種類、介護労

働者の属性によりその課題は様々であり、こうした点を総合的に考慮して対策を進める必要

があること、２）賃金等労働条件面の改善も有効であるが、情報共有、円滑なコミュニケー

ション、教育訓練、適切な処遇・評価・人員配置、職場環境の整備等雇用管理改善措置が有

効であり、重要であること、３）マネジメント、管理職の役割も重要であること、さらに、

こうした雇用管理改善措置は人材の質の向上・サービスの質の向上、事業経営の改善にも資

すること等が指摘できる。 

 最後に本報告書が、介護労働者の確保・定着のために有効な雇用管理のあり方について考

えるに当たって、参考となれば幸いである。 

 

2009 年 5 月 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 

理事長  稲  上   毅 
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